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１．法人の長によるメッセージ 

国立研究開発法人国立長寿医療研究センターは、研究所と病院が一体となり認知症、骨・運動器疾患、排尿障

害といった高齢者に特有な疾患の克服とともにフレイル・サルコペニアなどの老化関連病態の病態解明・予防・

介入を目指した研究開発を行い、その成果をもとに高度先駆的医療を提供するとともに、全国への普及を図るこ

とを使命として運営に取り組んでおります。特に認知症・老化について、基礎、臨床、疫学、遺伝学、工学によ

る学際的研究開発を行っている世界でも有数の研究機関であります。 

高齢者医療における高度先駆的医療の開発及び標準医療を確立していくために、臨床を志向した研究を推進し、

優れた研究・開発成果を継続的に生み出していくことが必要であることから、センターにおいては研究基盤を強

化するためセンター内におけるジェロサイエンス研究センター、認知症先進医療開発センター、老年学・社会科

学研究センター、健康長寿支援ロボットセンター、メディカルゲノムセンター、研究推進基盤センター、各診療

部、もの忘れセンター、ロコモフレイルセンター、感覚器センター、先端医療開発推進センター、摂食嚥下・排

泄センター、長寿医療研修センターといったセンターを組織し、各センターにおける学際的研究を進めるととも

に組織間の連携を推進しております。 

また、国民の皆さまに必要とされる高齢者医療の提供に努めるとともに、その医療を提供する人材の育成に力

を注ぎ、センター内外の医療従事者への研修に取り組んでいるところです。 

２．法人の目的、業務内容 

（１）法人の目的

国立研究開発法人国立長寿医療研究センター（以下「センター」という。）は、加齢に伴って生ずる心

身の変化及びそれに起因する疾患であって高齢者が自立した日常生活を営むために特に治療を必要とす

るもの（以下「加齢に伴う疾患」という。）に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれら

の業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、加齢に伴

う疾患に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目

的とする。（高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成 20 年法律第 93 号）

第３条第６項） 

（２）業務内容

センターは上記の目的を達成するため、以下の業務を行います。

① 加齢に伴って生ずる心身の変化に関し、調査及び研究を行うこと。

② 加齢に伴う疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発を行うこと。

③ ②に掲げる業務に密接に関連する医療を提供すること。

④ 加齢に伴う疾患に係る医療に関し、技術者の研修を行うこと。

⑤ ①から④に掲げる業務に係る成果の普及及び政策の提言を行うこと。

⑥ ①から⑤に掲げる業務に付帯する業務を行うこと。

３．政府体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

（１）法人の位置付け 

研究開発法人は、健康・医療戦略推進法（平成 26 年法律第 48 号）に定める基本理念にのっとり、先

端的、学際的又は総合的な研究、すなわち医療分野の研究開発及びその成果の普及並びに人材の育成に積

極的に努めなければならないこととされている。国立高度専門医療研究センター（以下「NC」という。）
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は、国立研究開発法人として、前述の理念に基づき、研究開発等を推進していきます。 

また、厚生労働省が掲げる政策体系における基本目標（安心・信頼してかかれる医療の確保と国民の健

康づくりを推進すること）及び施策目標（国が医療政策として担うべき医療（政策医療）を推進すること）

を踏まえ、NC においても、国民の健康に重大な影響のある特定の疾患等に係る医療や高度かつ専門的な

医療、すなわち政策医療を向上・均てん化させることとされています。 

（２）法人の役割（ミッション） 

 センターは、高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律（平成 20 年法律第 93 

号）第３条第６項に基づき、加齢に伴う疾患に係る医療に関し、調査、研究及び技術の開発並びにこれら

の業務に密接に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、加齢に伴

う疾患に関する高度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与することとさ

れています。 

また、通則法第２条第３項に基づき、国立研究開発法人として、我が国における科学技術の水準の向上

を通じた国民経済の健全な発展その他の公益に資するため、研究開発の最大限の成果を確保することとさ

れている。このうち、研究開発及び医療の提供については下記において重点的に取り組むものとします。 

① 高度かつ専門的な新しい治療法やその他の治療成績向上に資するための研究開発及びこれらの業務

に密接に関連する医療の提供等 

② 難治性・希少性の疾患に関する研究開発及びこれらの業務に密接に関連する医療の提供等

③ 学会等が作成する診療ガイドラインの作成・改訂に資するような研究開発

④ 中長期に渡って継続的に実施する必要のあるコホート研究
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４．中長期目標 

（１）概要

① 中長期目標の期間

第３期中長期目標期間は令和３年４月から令和９年３月までの６年間

② 国の政策実施上の目的及び必要性

今期の中長期目標期間においては、これら社会構造の変化と医療政策、研究開発政策の動向を踏まえ、

業務運営の効率化に取り組むとともに、加齢に伴う疾患に係る医療に関し、調査、研究、技術の開発や、

これらに密接に関連する医療の提供、専門職の研修等を行うとともに、国の医療政策として、政府はい

うに及ばず、国内外の研究機関・医療機関・学会等と連携し、長寿医療に関する最大限の成果を確保す

る。 

詳細につきましては、第３期中長期目標をご覧ください。 

（２）一定の事業等のまとまりごとの目標等

セグメントの区分については、高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律に定

められている業務内容に基づき、区分しています。 

 具体的な区分名は、以下の通りです。 

「研究事業」  ：中長期目標における研究・開発に関する事項であり、長寿医療に関する戦略的研究・ 

開発を推進する事業 

   「臨床研究事業」 ：中長期目標における研究・開発に関する事項であり、治療成績及び患者の QOL の向

上につながる臨床研究及び治験並びに基礎研究から臨床に向けた橋渡し研究等の事

業 

「診療事業」  ：中長期目標における医療の提供に関する事項であり、高齢者の心身の状態、QOL に

配慮して、最良かつ最新のモデル医療を提供するための事業 

「教育研修事業」 ：中長期目標における人材育成に関する事項であり、長寿医療に関する研究・医療の

専門家（看護師、薬剤師等のコメディカル部門も含む。）の育成を積極的に行う事業 

「情報発信事業」 ：中長期目標における医療政策の推進等に関する事項であり、 研究成果等や収集した

国内外の最新知見等の情報を迅速かつ分かり易く、国民及び医療機関に提供する事業 

５．法人の長の理念や運営上の方針・戦略等 

（１）理念 

私たちは高齢者の心と体の自立を促進し、健康長寿社会の構築に貢献します。 

（２）基本方針 

① 人の尊厳や権利を重視し、病院と研究所が連携して高い倫理性に基づく良質な医療と研究を行います。 

② 病院では高度先駆的医療、新しい機能回復医療、包括的・全人的医療を行います。

③ 研究所では老化と老年病の研究、新しい医療技術の開発、社会科学を含む幅広い研究を行います。

④ 老人保健や福祉とも連携し、高齢者の生活機能の向上をめざします。

⑤ 成果を世界に発信し、長寿医療の普及に向けた教育・研修を行います。
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６．中長期計画及び年度計画 

  当センターは中長期目標を達成するための中長期計画と当該計画に基づく年度計画を作成しています。 

  第３期中長期計画（令和３年４月～令和９年３月）に掲げる項目及びその主な内容と当事業年度に係る年度

計画との関係は以下の通りです。 

  詳細につきましては、第３期中長期計画及び年度計画をご覧ください。 

第３期中長期計画と主な指標等 令和６年度計画と主な指標等 

Ⅰ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

１．担当領域の特性を踏まえた戦略的かつ重点的な

研究・開発の推進 

・認知症やフレイル（虚弱）・サルコペニア等の加

齢に伴う疾患･病態に関する医療の推進に大き

く貢献する成果（19件以上／期間累計）

・原著論文数（英文論文）

（1,700件以上／期間累計）

・認知症やフレイル（虚弱）・サルコペニア等の加

齢に伴う疾患･病態に関する医療の推進に大き

く貢献する成果（19件以上／期間累計）

・原著論文数（英文論文）

（1,700件以上／期間累計）

２．実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整

備 

・臨床研究実施件数（倫理委員会にて承認された

究）   （1,200件／期間累計）

・治験実施件数（製造販売後臨床試験も含む）

   （350件／期間累計） 

・ＦＩＨ試験数（ヒトに初めて投与する）

（1件／期間累計） 

・医師主導治験数 （6件／期間累計）

・センターの研究開発に基づくものを含む先進医

療承認件数 （1件／期間累計）

・企業等との共同研究実施件数

（250件／期間累計） 

・学会等が作成する診療ガイドラインへの採用数

（34件以上／期間累計） 

・臨床研究実施件数（倫理委員会にて承認された

究）   （200件／年）

・治験実施件数（製造販売後臨床試験も含む）

   （60件／年） 

・ＦＩＨ試験数（ヒトに初めて投与する）

（1件／期間累計） 

・医師主導治験数 （6件／期間累計）

・センターの研究開発に基づくものを含む先進医

療承認件数 （1件／期間累計）

・企業等との共同研究実施件数

（40件／年） 

・学会等が作成する診療ガイドラインへの採用数

（5件以上／年）

３．医療の提供に関する事項 

・加齢に伴う疾患の予防、診断、治療及び機能低

下の回復のための医療を提供

・臨床評価指標を策定した上で、医療の質の評価

を実施し、その結果を公表

・認知症等加齢に伴う疾患に関する理解浸透、負

担軽減等のための支援

・多職種からなる医療チームによる活動を実施し、

患者・家族の目線に立った質の高い医療を提供 

・加齢に伴う疾患の予防、診断、治療及び機能低

下の回復のための医療を提供

・臨床評価指標を策定した上で、医療の質の評価

を実施し、その結果を公表

・認知症等加齢に伴う疾患に関する理解浸透、負

担軽減等のための支援

・多職種からなる医療チームによる活動を実施し、

患者・家族の目線に立った質の高い医療を提供 
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・認知症・フレイルなどの早期の徴候を検知して

医療的な対応につなげるシステムや、遠隔診療

システムの開発

・多施設共同のフレイルレジストリの構築及びデ

ータシェアリングシステムの整備

・在宅医療における後方支援病院としての機能の

高度化を図る

・在宅医療と連携したアドバンスケアプランニン

グ、エンドオブライフ・ケア等、人生の最終段

階におけるモデル医療の確立と普及

・インシデント・アクシデントの原因の分析や医

療安全講習の実施

・入院延患者数 （100,375人以上／年）

・病床利用率 （91.4%以上）

・平均在院日数（一般）（18日以下／年）

・在宅復帰率 （90.0%以上）

・認知症包括評価患者数 （2,000人以上／年）

・手術延件数 （2,400件以上／年）

・認知症・フレイルなどの早期の徴候を検知して

医療的な対応につなげるシステムや、遠隔診療

システムの開発

・多施設共同のフレイルレジストリの構築及びデ

ータシェアリングシステムの整備

・在宅医療における後方支援病院としての機能の

高度化を図る

・在宅医療と連携したアドバンスケアプランニン

グ、エンドオブライフ・ケア等、人生の最終段

階におけるモデル医療の確立と普及

・インシデント・アクシデントの原因の分析や医

療安全講習の実施

・入院延患者数 （106,200人以上／年）

・病床利用率 （87.9%以上）

・平均在院日数（一般）（18日以下／年）

・在宅復帰率 （90.0%以上）

・認知症包括評価患者数 （2,000人以上／年）

・手術延件数 （2,400件以上／年）

４．人材育成に関する事項 

・認知症サポート医研修修了者数（800人／年）

・認知症初期集中支援チーム員研修（1,000人／年） 

・高齢者医療・在宅医療総合看護研修修了者数

（100人／年）

・認知症サポート医研修修了者数（800人／年）

・認知症初期集中支援チーム員研修（1,000人／年） 

・高齢者医療・在宅医療総合看護研修修了者数

（100人／年）

５．医療政策の推進等に関する事項 

・国への政策提言に関する事項

・ホームページアクセス件数（3,400,000 件以上/年） 

・公衆衛生上の重大な危害への対応

・国への政策提言に関する事項

・ホームページアクセス件数（6,000,000 件以上/年） 

・公衆衛生上の重大な危害への対応

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

業務運営の効率化に関する事項 

・経常収支率（100％以上／期間累計）

・後発医薬品の数量シェア（期間を通じて 85％以

上）

・一般管理費【人件費、公租公課を除く。】

（令和 2年度比 5％以上削減） 

・経常収支率（100％以上／期間累計）

・後発医薬品の数量シェア（85％以上）

・一般管理費【人件費、公租公課を除く。】

（令和 2年度比 5％以上削減） 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

財務内容の改善に関する事項 

・自己収入増加に関する事項

・資産及び負債の管理に関する事項

・繰越欠損金

（令和 2年度比 3.2％以上削減）

・自己収入増加に関する事項

・資産及び負債の管理に関する事項

・繰越欠損金

（令和 2年度比 3.2％以上削減）

5



Ⅳ その他の事項 

その他業務運営に関する重要事項 

・法令順守等内部統制の適切な構築

・その他の事項（施設・設備整備、情報セキュリ

ティ対策に関する事項を含む）

・法令順守等内部統制の適切な構築

・その他の事項（施設・設備整備、情報セキュリ

ティ対策に関する事項を含む）

７．持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（１）ガバナンスの状況

① 主務大臣（主務省所管課等）

厚生労働大臣（厚生労働省大臣官房厚生科学課国立高度専門医療研究センター支援室）

② ガバナンス体制図

ガバナンスの体制は下図のとおりです。

なお、内部統制機能の有効性チェックのため会計監査人の監査のほか、内部統制委員会などの委員会

（一部外部有識者等含む）を設け定期的なモニタリング等を実施しております。 

 内部統制の推進に関する事項につきましては、業務方法書をご覧ください。 
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（２）役員等の状況

① 役員の氏名、役職、任期、担当及び経歴

（令和７年４月１日現在） 

職 名 氏 名 任  期 経  歴 

理 事 長 荒井 秀典 
自 平成 31 年 4 月 1 日 

至 令和 9 年 3 月 31 日 

平成 31 年 4 月 

国立長寿医療研究センター 

理事長 

理  事 櫻 井 孝 
自 令和 5 年 7 月 1 日 

至 令和 7 年 6 月 30 日 

令和 4 年 4 月 

国立長寿医療研究センター 

研究所長 

理  事 

（非常勤） 
小松 理佐子 

自 令和 6 年 4 月 1 日 

至 令和 8 年 3 月 31 日 

令和 5 年 4 月 

日本福祉大学 

副学長 

監  事 

（非常勤） 
橋本 修三 

自 平成 28 年 4 月 1 日 

至 令和 8 年度財務諸表承認日 

平成 4 年 4 月 

橋本法律事務所 

弁護士 

監  事 

（非常勤） 
二村 友佳子 

自 平成 28 年 4 月 1 日 

至 令和 8 年度財務諸表承認日 

平成 9 年 3 月 

公認会計士二村友佳子オフィス 

公認会計士 

② 会計監査人の氏名又は名称及び報酬

会計監査人は有限責任あずさ監査法人であり、当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属

する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は８百万円であり、非監査業務

に基づく報酬はありません。 

（３）職員の状況 

常勤職員は令和７年４月１日現在 688人（前年比 5人減、0.7％減）であり、平均年齢は 37.7歳（前年

度 37.7 歳）となっています。このうち国からの出向者は 6 人、民間からの出向者は 1 人、令和６年度退

職者は 92人です。 

なお、当センターは、仕事と育児の両立を推進する観点から、育児休業の取得率向上に努めており、令

和６年度の育児休業取得率は、男性 36.4％（前年比 0.7％増）、女性 100％（前年比±0％）となっており

ます。 

（４）重要な施設などの整備等の状況

① 当事業年度中に完成した主要施設等

該当なし

② 当該事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充

該当なし

③ 当事業年度中に処分した主要施設等

該当なし
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（５）純資産の状況

① 資本金の額 （単位：百万円） 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。

② 目的積立金の申請状況、取崩内容等

該当なし

（６）財源の状況

① 財源の内訳

（単位：百万円） 

区 分 金 額 構成比率（％） 

収入 

運営費交付金 3,192 23.6% 

施設整備補助金 241 1.8% 

長期借入金 152 1.1% 

業務収入 9,929 73.5% 

その他収入 3 0.0% 

合 計 13,517 100.0% 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。

② 自己収入に関する説明

センターの診療事業では、高齢患者及びその家族の視点に立った、良質かつ安全な医療を提供するこ

とにより 8,442 百万円の自己収入を得ています。また、臨床研究事業では、治験等を行うことにより

1,106 百万円を、教育研究事業では、長寿医療に対する研究・医療の専門家の育成を積極的に行うこと

により 146百万円の自己収入を得ています。 

（７）社会及び環境への配慮等の状況

センターを取り巻く環境の変化として高齢化の進展とそれに伴う認知症者の増加や健康寿命の延伸の

必要性が挙げられます。特に認知症に対する取組として、国の施策で認知症施策推進関係閣僚会議におい

て、「認知症施策推進大綱」が令和元年 6月 18日に取りまとめられました。本大綱の指針は、高齢化社会

に伴う認知症の人の増加への取組は世界共通の課題となっており、世界で最も速いスピードで高齢化が進

んできた我が国における、社会をあげた取組のモデルを積極的に各国に発信するとともに、認知症の人が

できる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができる社会の実現を目指し、本大綱に沿った

施策を着実に実施していくこととしています。 

センターにおける役割として国の施策を踏まえた取組は下記のとおりです。 

① 認知症の予防

② 早期発見・早期対応、医療体制の整備

③ 医療従事者等の認知症対応力向上の促進

④ 医療・介護の手法の普及・開発

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

政府出資金 10,334 － － 10,334 

資本金合計 10,334 － － 10,334 
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⑤ 認知症の予防、診断、治療、ケア等のための研究

また、環境配慮の取組につきましては下記の基本方針に基づき環境負荷の低減に取り組んでいます。 

環境配慮の基本方針 

  １）節電の徹底、エネルギーセンターによる効率的なエネルギー管理、井戸水の活用などにより、省エネ

ルギーを推進します。

２）ペーパーレス化を促進するなど、廃棄物の適正管理・減量化を推進します。

３）コピー用紙をはじめとする環境物品の積極的な採用により、持続可能な社会の発展へ寄与します。

４）改築に伴う LED 照明への移行など、高効率な設備機器への更新に努めます。

（８）法人の強みや基盤を維持・創出していくための源泉

研究部門では、高齢者が健康に暮らせる期間の延伸、いわゆる「健康長寿」に資する研究を集中的に、

効率的に推進するため、６つの研究センターを設置しています。各センターにおいて老化のメカニズムや

認知症の予防、診断、治療に関する研究、フレイルと認知症予防等を行っています。また、介護ロボット

の開発支援やバイオバンク事業の運営、エイジングファームも行っています。 

病院部門では世界最大級の物忘れ外来を有して、認知症に関する先進的な試みを実践しています。医療

から介護までのシームレスなサービスを提供するために、地域包括ケア支援病棟および訪問リハビリテー

ションを通じての地域でのケアへの貢献と、介護ロボットの家庭への導入を支援するための事業も行って

います。 

８．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況

令和６年度においては、リスク管理の取組の推進を図るため、各部署で発生しているリスクを把握する

ため、「リスク事象発生報告書等」にて報告を受け、リスク管理委員会で対応すべきリスクや優先するリ

スクの選定等を実施したほか、リスク管理委員会で検討及び審議された事項については、内部統制委員会

に報告し、検証や対応状況の確認も受けております。 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

① 情報セキュリティインシデント

情報セキュリティインシデント（システム障害、マルウェア感染、サイバー攻撃、情報機器の紛失/

盗難）の発生は、業務に関わるシステムの安定的な運営のための重大なリスクの一つと認識しており、

対応体制、適切な対処、報告等を柱とした「情報セキュリティインシデント対応手順書」を整備し、速

やかに対応ができるように備えています。政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準群

が令和５年度に改定されたことにより、令和６年度においては、センターの情報セキュリティ関連手順

書の改版を行いました。その他に情報セキュリティマネジメントのＰＤＣＡサイクルのための自己点検、

ＣＳＩＲＴ連携訓練、内閣サイバーセキュリティセンターによる情報セキュリティマネジメント監査お

よびペネトレーションテスト受審し、また、全職員を対象とした情報セキュリティ研修を実施していま

す。 

 病院情報システムのインシデント発生において持続的な診療業務を提供するため、紙運用による業務

継続の手順を整理したマニュアルを整備し、センター内への周知と紙伝票の配置を実施しています。 

② 個人情報の漏洩

  各業務に関わる個人情報等の漏洩リスクは情報セキュリティの中でも極めて重大なリスクであり、外
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部からの侵入や不正持ち出し、日常の業務遂行上のミスなどの事務事故などによる情報の流出を未然に

防ぐ必要があります。センターの事務及び事業の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保

護することを目的とする「国立長寿医療研究センターの保有する個人情報の保護に関する規程」が整備

され、この規程に基づき全職員を対象とした個人情報保護研修を実施しています。 

③ 誠実性や倫理行動等の組織文化の浸透

不正行為を事前に防止し、公正な研究活動を推進するため、倫理規範の習得に繋がる研究倫理教育研

修会及び、職場におけるハラスメント（セクハラ・パワハラ等）の事例を紹介し、その問題点と対策に

ついて解説するハラスメント研修会を全職員に実施しています。 

９．業績の適正な評価の前提情報 

当センターは、加齢に伴う疾患に係る医療に関し、調査、研究および技術の開発並びにこれらの業務に密接

に関連する医療の提供、技術者の研修等を行うことにより、国の医療政策として、加齢に伴う疾患に関する高

度かつ専門的な医療の向上を図り、もって公衆衛生の向上および増進に寄与することを目的としております。 

この目的を実現するため、センター内センターを開設し、センター間の連携をとりながら、国立長寿医療研究

センターのミッションに沿った活動を展開しています。

各業務についてのご理解とその評価に資するための各事業の取り組みや実績等の情報については、当センタ

ーのホームページをご覧下さい。 
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１０．業務の成果と使用した資源との対比 

（１）当事業年度の主な業務成果・業務実績

実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備として、臨床研究を支援する体制の整備及び強化

を目標としており、その中で臨床研究実施件数を年間 200 件以上としています。診療部門や先端医療推進

センター等が連携を図った結果、令和６年度は年間 505 件の実施となり、目標を大きく上回る達成となり

ました。 

（２）自己評価

（単位：百万円） 

項  目 評定（※） 行政コスト 

Ⅰ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

① 担当領域の特性を踏まえた戦略かつ重点的な研究・開発の推

進

Ｓ 1,373 

② 実用化を目指した研究・開発の推進及び基盤整備 Ｓ 3,167 

③ 医療の提供に関する事項 Ｓ 9,290 

④ 人材育成に関する事項 Ｓ 351 

⑤ 医療政策の推進等に関する事項 Ｓ 46 

Ⅱ 業務運営の効率化に関する事項 

① 業務運営の効率化に関する事項 Ｂ － 

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

① 財務内容の改善に関する事項 Ｂ － 

Ⅳ その他の事項 

① その他業務運営に関する重要事項 Ｂ － 

  （※）評語の説明 

Ｓ： 法人の活動により、中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な成果が得ら

れていると認められる。 

Ａ： 法人の活動により、中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

Ｂ： 法人の活動により、おおむね中長期計画における所期の目標を達していると認められる。 

Ｃ： 法人の活動により、中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ： 法人の活動により、中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を含めた抜本

的な改善を求める。 

（３）当中長期目標期間における主務大臣による過年度の総合評定の状況

区  分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

評 定（※） Ａ Ａ Ｂ Ｂ Ｂ － 

  （※）評語の説明 

Ｓ： 法人の活動により、全体として中長期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る顕著な

成果が得られていると認められる。  

Ａ： 法人の活動により、全体として中長期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると

認められる。 

Ｂ： 法人の活動により、全体としておおむね中長期計画における所期の目標を達していると認めら

れる。 
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Ｃ： 法人の活動により、全体として中長期計画における所期の目標を下回っており、改善を要する。 

Ｄ： 法人の活動により、全体として中長期計画における所期の目標を下回っており、業務の廃止を

含めた抜本的な改善を求める。 

１１．予算と決算との対比 

（単位：百万円） 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

１２．財務諸表 

（１）貸借対照表（https://www.ncgg.go.jp/ncgg-overview/disclosure.html）

（単位：百万円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

流動資産 

現金及び預金（＊１） 

医業未収金 

棚卸資産 

その他 

固定資産 

有形固定資産 

無形固定資産 

投資その他の資産 

1,906 

1,327 

94 

277 

16,076 

225 

2,574 

流動負債 

一年以内返済長期借入金 

買掛金 

未払金 

契約負債 

賞与引当金 

その他 

固定負債 

長期借入金 

長期未払金 

引当金 

その他 

520 

418 

1,487 

156 

360 

871 

8,852 

684 

1,828 

1,450 

区  分 
令和６年度 

予算額 決算額 差額 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

長期借入金 

業務収入 

その他収入 

計 

3,192 

269 

200 

10,240 

0 

13,901 

3,192 

241 

152 

9,929 

3 

13,517 

－ 

△28

△48

△311

3 

△384

支出 

業務経費 

施設整備費 

借入金償還 

支払利息 

その他支出 

計 

12,625 

608 

452 

39 

124 

13,849 

12,454 

625 

452 

39 

1,130 

14,700 

△172

18

－ 

△0

1,005 

851 
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負 債 合 計 16,626 

純資産の部（＊２） 金 額 

政府出資金 

資本剰余金 

繰越欠損金 

10,334 

△2,089

△2,391

純 資 産 合 計 5,853 

資産合計 22,479 負債・純資産合計 22,479 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

（２）行政コスト計算書（https://www.ncgg.go.jp/ncgg-overview/disclosure.html）

（単位：百万円） 

科  目 金  額 

損益計算書上の費用 13,893 

経常費用（＊３） 13,814 

臨時損失（＊４） 80 

その他行政コスト（＊５） 334 

行政コスト合計 14,227 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

（３）損益計算書（https://www.ncgg.go.jp/ncgg-overview/disclosure.html）

（単位：百万円） 

科  目 金  額 

経常費用（＊３） 13,814 

  業務費用 

人件費 

設備関係費 

その他 

  一般管理費 

財務費用 

その他経常費用  

13,031 

6,004 

1,428 

5,599 

712 

40 

31 

経常収益 13,042 

  運営費交付金収益 

  自己収入等 

その他 

2,645 

9,678 

718 

臨時損失（＊４） 80 

臨時利益 94 

当期総損失（＊６） △757

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 
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（４）純資産変動計算書（https://www.ncgg.go.jp/ncgg-overview/disclosure.html）

（単位：百万円） 

科  目 資本金 資本剰余金 繰越欠損金 純資産合計 

期首残高 10,334 △1,755 △1,634 6,944 

当期変動額 － △334 △757 △1,091

その他行政コスト（＊５） － △334 － △334

当期総損失（＊６） － － △757 △757

当期末残高（＊２） 10,334 △2,089 △2,391 5,853 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

  （５）キャッシュ・フロー計算書（https://www.ncgg.go.jp/ncgg-overview/disclosure.html） 

（単位：百万円） 

科  目 金  額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 630 

    人件費支出 △6,544

運営費交付金収入 3,192 

自己収入等 9,698 

その他収入・支出 △5,716

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △1,388

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △425

Ⅳ 資金増加額又は減少額（△） △1,184

Ⅴ 資金期首残高 3,089 

Ⅵ 資金期末残高（＊７） 1,906 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。

詳細につきましては、財務諸表をご覧ください。 

（参考）資金期末残高と現金及び預金との関係 

（単位：百万円） 

科  目 金  額 

資金期末残高（＊７） 1,906 

定期預金 － 

現金及び預金（＊１） 1,906 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。

１３．財政状態及び運営状況の法人の長による説明情報 

各財務諸表の概要 

① 経常費用、経常収益、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な財務データの経年

比較・分析 

（経常費用） 
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令和 6 年度の経常費用は 13,814 百万円と、前年度と比較して 165 百万円減（1.2％減）となっています。

これは前年度と比較して、業務費が 225 百万円減（1.7％減）、一般管理費が 60 百万円増（9.1％増）とな

ったことが主要因です。 

（経常収益） 

令和 6 年度の経常収益は 13,042 百万円と、前年度と比較して 280 百万円減（2.1％減）となっています。

前年度と比較して、運営費交付金収益が 34 百万円増（1.3％増）、補助金等収益が 202 百万円減（56.8％

減）、業務収益が 246 百万円減（2.5％減）となったことが主要因です。 

（当期総損失） 

臨時損失として 80 百万円、臨時利益として 94 百万円計上した結果、令和 6 年度の当期総損失は 757 百

万円となり、前年度と比較して 77 百万円減となっています。  

（資産） 

令和 6年度末現在の資産合計は 22,479百万円と、前年度と比較して 1,640百万円減（6.8％減）となっ

ています。これは、前年度と比較して、定期預金の預入を実施したために、現金及び預金等の流動資産が

1,412百万円減（28.2％減）、投資その他の資産が 905百万円増（54.2％増）、建物等の有形固定資産が 1,031

百万円減（6.0％減）となったことが主要因です。 

（負債） 

令和 6年度末現在の負債合計は 16,626百万円と、前年度と比較して 549百万円減（3.2％減）となって

います。これは、前年度と比較して、未払金等の流動負債が 130百万円増（3.5％増）、資産見返負債、長

期借入金等の固定負債が 679 百万円減（5.0％減）となったことが主要因です。 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

令和 6 年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、前年度と比較して 281 百万円減少し、630 百万円

の収入となっています。これは、補助金等収入が 448 百万円減（74.3％減）、寄附金収入が 14 百万円減

（56.6％減）、研究収入が 440百万円減（28.5％減）となったことが主要因です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

令和 6 年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、前年度と比較して 684 百万円減少し、1,388百万

円の支出となっています。これは、定期預金の預入にかかる支出が 1,000百万円増、施設費による収入が

241 百万円増、有形固定資産の取得による支出が 77 百万円減（11.2％減）、無形固定資産の取得による支

出が 2百万円減（11.4％減）となったことが主要因です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 令和 6 年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、425百万円の支出（前年度は 363 百万円の支出）

となっています。これは、長期借入れによる収入が 45百万円減となったことが主要因です。 

１４．内部統制の運用に関する情報 

センターは、役員（監事を除く。）の職務の執行が通則法、国立研究開発法人に関する法又は他の法令に

適合することを確保するための体制、その他センターの業務の適正を確保するための体制の整備に関する事

項を業務方法書に定めておりますが、財務に係る主な項目とその実施状況は次のとおりです。 

〈内部統制の推進に関する事項(業務方法書第 14条)〉 

 センターの内部統制の推進に必要な事項を定めることにより、役職員等が全ての法令等を遵守し、社会

規範を尊重するとともに、センターの業務活動が高い倫理性を持って行われることを確保することを目的
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に内部統制推進規程で定めており、センターの内部統制の推進を図ることを目的として内部統制委員会を

設置しています。 

令和６年度においては、４回開催(５月、９月、11月、２月)し、担当役員、リスク管理委員会からの報

告及びモニタリング並びに通報に基づく調査を通じて、コンプライアンスの推進に必要な方策の検討、違

反に対する対応方針などの検討を行っています。 

〈監事監査・内部監査に関する事項(業務方法書第 18条、第 19条)〉 

監事は、法令等に基づき、役員(監事を除く。)及び職員（以下「役職員」という。）に対して事務及び事

業の報告を求めたり、法人の業務及び財産状況の調査、法人が主務大臣に提出しようとする書類の調査、

重要な会議への出席、役職員及び会計監査人から受領した報告内容の検討、役職員に対する助言等を行う。 

 また、監査の結果に基づき、必要と認めるときは、法人の長又は主務大臣に意見を提出するなど、適切

な措置を講じるとともに、役員（監事を除く。）に法令違反等の事実があると認めるときは、遅滞なく、

法人の長に報告するとともに、主務大臣に報告することとしています。 

  理事長は、法人の業務の適正かつ能率的な執行を図るとともに会計処理の適正を期すことを目的とし、

職員に命じ、諸規程等に対する合規性、業務運営の適正性及び効率性について内部監査を行わせ、その結

果に対する改善措置状況を理事長に報告することとしています。 

〈入札・契約に関する事項(業務方法書第 21条)〉 

  入札及び契約に関し内部規程等を整備することとしており、契約の点検・見直しを行うため、幹事及び

外部有識者から構成される契約監視委員会の設置を定めた契約監視委員会規程の整備の他、契約事務の適

切な実施等を目的とした契約事務取扱細則に基づき契約審査委員会を設置し、契約審査実施要領の整備を

しています。 

  令和６年度においては契約監視委員会を 10 回、契約審査委員会を 12回開催しております。 

１５．法人の基本情報 

（１）沿革 

平成 22 年４月 独立行政法人として設立 

平成 27 年４月 国立研究開発法人に移行 

（２）設立根拠法 

高度専門医療に関する研究等を行う国立研究開発法人に関する法律 

（３）主務大臣（主務省所管課等） 

厚生労働大臣（厚生労働省大臣官房厚生科学課国立高度専門医療研究センター支援室） 
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（４）組織図（令和７年４月１日現在）

図　 書　 館

総　務　部

企　画　経　営　部

財　務　経　理　部

長寿医療研修センター

先端医療開発推進センター

電子カルテ更新準備室

 摂食嚥下・排泄センター

 感 覚 器 セ ン タ ー

ロコモフレイルセンター

も の 忘 れ セ ン タ ー

各　　診　　療　　部病　　院

研 究 推 進 基 盤 セ ン タ ー

メディカルゲノムセンター

健康長寿支援ロボットセンター

老年学・社会科学研究センター

認知症先進医療開発センター

研 究 所 ジェロサイエンス研究センター

国立高度専門医療研究センター

医療研究連携推進本部長

企画戦略局長

コンプライアンス室長

 長寿医療情報センター長

理事長特任補佐

監 査 室 長

理　　事　　長 理　 事 　会 運　営　会　議 監 事

（５）事務所（従たる事務所を含む。）の所在地

愛知県大府市森岡町七丁目４３０番地

（６）主要な特定関連会社、関連会社及び関連公益法人等の状況 

当該事業年度は該当ありません。 
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（７）主要な財務データの経年比較

（単位：百万円） 

区 分 
令和元 

年度 

令和２ 

年度 

令和３ 

年度 

令和４ 

年度 

令和５ 

年度 

令和６ 

年度 

資産 22,003 21,971 28,779 25,472 24,119 22,479 

負債 14,172 14,551 20,264 17,767 17,174 16,626 

純資産 7,831 7,420 8,515 7,704 6,944 5,853 

行政コスト 13,825 12,797 13,034 14,106 14,453 14,227 

行政サービス実施コスト － － － － － － 

経常費用 11,987 12,420 12,590 13,780 13,979 13,814 

経常収益 11,604 12,267 12,771 13,188 13,322 13,042 

当期総利益（又は当期総損

失） 

△360 △281 5 △485 △680 △757

業務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 421 788 1,174 1,165 911 630 

投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △1,771 △678 △617 △3,786 △705 △1,388

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 1,590 △120 1,950 497 △363 △425

資金期末残高 2,873 2,863 5,369 3,245 3,089 1,906 

（注）計数は原則としてそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

（８）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

① 予算

    （単位：百万円） 

区 別 合計 

収入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

長期借入金等 

業務収入 

  その他収入  

計 

3,116 

－ 

200 

10,732 

0 

14,049 

支払 

業務経費 

施設整備費 

借入金償還 

支払利息 

  その他支出 

計 

12,901 

593 

522 

40 

125 

14,181 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。
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② 収支計画

（単位：百万円） 

区 別 合計 

費用の部 

経常費用 

  業務費用 

給与費 

材料費 

委託費 

設備関係費 

その他  

  財務費用 

その他経常費用 

  臨時損失 

14,173 

14,173 

14,101 

6,752 

2,863 

1,620 

1,377 

1,490 

42 

30 

－ 

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

資産見返運営費交付金戻入 

補助金等収益 

資産見返補助金等戻入 

寄付金収益 

資産見返寄付金戻入 

業務収益  

医業収益 

研修収益 

研究収益 

その他業務収益 

土地建物貸与収益 

その他経常収益 

臨時利益 

純損失  

総損失  

13,830 

13,830 

2,799 

105 

－ 

130 

17 

12 

10,413 

8,501 

136 

1,772 

4 

18 

337 

－ 

△343

△343

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 
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③ 資金計画

（単位：百万円） 

区 別 合計 

資金支出 

業務活動による支出 

研究業務による支出  

臨床研究業務による支出 

診療業務による支出  

  教育研修業務による支出 

情報発信業務による支出 

その他の支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次年度への繰越金 

15,812 

12,901 

1,269 

2,773 

7,992 

301 

40 

527 

593 

687 

1,631 

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金による収入 

研究業務による収入 

臨床研究業務による収入 

診療業務による収入  

教育研修業務による収入 

情報発信業務による収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

施設費による収入 

財務活動による収入 

長期借入による収入 

その他の収入 

前年度よりの繰越金 

15,812 

13,848 

3,116 

23 

1,687 

8,844 

153 

5 

   20 

－ 

－ 

200 

200 

0 

1,764 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあります。 

詳細につきましては、年度計画をご覧ください。 
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１６．参考情報 

（１）要約した財務諸表の科目の説明

① 貸借対照表

流動資産

現金及び預金 ：現金、預金 

医業未収金  ：医業収益に対する未収金 

棚卸資産  ：医薬品、診療材料、給食用材料等 

固定資産 

有形固定資産 ：土地、建物、医療用器械等 

 無形固定資産 ：ソフトウェア、電話加入権等 

流動負債 

一年以内返済長期借入金 ：長期借入金のうち一年以内に返済期限が到来する分  

買掛金  ：医薬品、診療材料、給食用材料に係る未払債務 

未払金  ：買掛金以外の未払債務 

賞与引当金  ：支給対象期間に基づき定期に支給する役員業績年俸及び職員

賞与に対する引当金 

固定負債 

長期借入金 ：財政投融資資金、銀行からの借入金であって、当初の契約に

おいて一年を超えて最終の返済期限が到来するもの（一年以

内返済長期借入金に該当するものを除く） 

長期未払金  ：買掛金以外の未払債務であって、一年を超えて支払期日が到

来するもの（未払金に該当するものを除く） 

引当金 

（退職給付引当金） ：将来支払われる退職給付に備えて設定される引当金 

（環境対策引当金） ：将来支払われるサイクロトロン等の処分に備えて設定される 

引当金 

純資産 

政府出資金 ：政府による出資金 

資本剰余金 ：国から交付された施設費等を財源として取得した資産で、 

国立研究開発法人の財産的基礎を構成するもの 

利益剰余金 ：業務に関連して発生した剰余金の累計額 

② 行政コスト計算書

損益計算書上の費用 ：損益計算書における経営費用、臨時損失、法人税、住民税及

び事業税、法人税等調整額 

その他行政コスト ：政府出資金や国から交付された施設費等を財源として取得し

た資産の減少に対する、独立行政法人の実質的な会計上の財

産的基礎の減少の程度を表すもの 

行政コスト ：国立研究開発法人のアウトプットを産み出すために使用した

フルコストの性格を有するとともに、国立研究開発法人の業

務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの算定基礎

を示す指標としての性格を有するもの 
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③ 損益計算書

業務費 ：国立研究開発法人の業務に要した費用 

人件費 ：給与、賞与、法定福利費等、国立研究開発法人の職員等に要

する経費 

その他経常費用 ：利息の支払や債券の発行に要する経費 

補助金等収益等 ：国・地方公共団体等の補助金等、国からの運営費交付金のう

ち、当期の収益として認識した収益 

自己収入等 ：診療収入、受託研修収入などの収益 

臨時損益 ：固定資産の除売却損益、災害損失等 

④ 純資産変動計算書

当期末残高 ：貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

⑤ キャッシュ・フロー計算書

業務活動によるキャッシュ・フロー ：国立研究開発法人の通常の業務の実施に係る資金の状態を

表し、サービスの提供等による収入、原材料、商品又はサー

ビスの購入による支出、人件費支出等 

投資活動によるキャッシュ・フロー ：将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に 

係る資金の状態を表し、固定資産や有価証券の取得、売却等

による収入・支出 

財務活動によるキャッシュ・フロー ：増資等による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入 

れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済など 

（２）その他公表資料等との関係の説明

事業報告書に関連する報告書等として、以下の報告書を作成しています。

ⅰ．第３期中長期計画 

ⅱ．年度計画 

ⅲ．業務実績評価書 

ⅳ．財務諸表 

ⅴ．環境報告 
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